
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、令和4年4月1日現在の人数である。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、

　　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

 (3) ラスパイレス指数の状況（４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

　　　　　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

　　　　　　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均し

　　 　　 　　たものである。

 (4) 給与改定の状況　　　人事委員会は設置していない

 (5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

[　実施　　未実施　]

給料表の改定実施時期：平成２７年４月１日

内　容：一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げ。

　　　　激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直し実施。

②地域手当の見直し

恵那市は支給対象地域外のため見直し無し。

③その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和５年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円

円 円

円 円

円 円

円 円

※民間データは、賃金構造基本調査において公表されているデータを使用している（令和２年から令和４年の３ヶ年平均）。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に

　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

（注）１　「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

　 　  　　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　　　 また、「平均給与月額（国ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を

　　　　　 除いたもの）算出している。

 (2) 職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和５年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和５年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　恵那市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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 (2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和５年４月１日現在）

 (2) 昇給への人事評価の活用状況（恵那市）

活用している昇給区分

イ　人事評価を活用している

活用予定時期

標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を実施していない

昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分

○ ○ ○

標準、下位の区分

○

○

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

令和5年4月2日から令和6年4月1日までにおける運用 管理職員 一般職員

○

昇給実績がある区分

国1級

国2級

国3級

国4級

国5級

国6級

国7級
国8級

国9級

市7級

国10級

市1級

市2級

市3級

市4級

市5級

市6級
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6,000

給
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国9級

市7級

（百円） 令和５年４月１日時点
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４　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（４年度支給割合） （４年度支給割合） （４年度支給割合）

2.40 月分 月分 2.40 月分 月分 月分 月分

（ 1.35 月分） （ 月分） （ 1.35 月分） （ 月分） ( 月分） （ 月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（恵那市）

　

 (2) 退職手当（令和５年４月１日現在）

（支給率）   自己都合 応募認定・定年 （支給率）   自己都合 　応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、４年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（令和５年４月１日現在）

％ 人 ％

支 給 実 績（４年度決算） 千円

39.7575

期末手当

○ ○

期末手当勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算　5～20％、管理職加算　10～25％

1,444
－

１人当たり平均支給額（４年度）１人当たり平均支給額（４年度）

恵那市

1,653

28.0395

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

上位、標準、下位の区分 ○

標準の区分のみ（一律）

上位、標準の区分

役職加算　5～20％、管理職加算　15％、25％

活用している成績率 支給可能な成績率 支給実績がある成績率 支給実績がある成績率

管理職員

○

19.6695

活用予定時期

国

勤勉手当

2.00 2.00

支給可能な成績率

令和４年度中における運用

ロ　人事評価を実施していない

一般職員

○

33.27075

47.709

0.951.35

3,571

19.6695 24.58687524.586875

標準、下位の区分

１人当たり平均支給額　　

期末手当

0

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

47.709

47.70947.709

33.27075

0.95

国岐阜県

2.40

0.95

イ　人事評価を活用している

○

勤勉手当

47.709

0 　円

00

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）

0

20,084

恵那市

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算　5～20％

恵那市

国の制度（支給率）支給対象地域

2.00

28.0395

47.709

39.7575

支給率
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 (4) 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

外国勤務手当

在勤基本手当 外国に駐在を命ぜられ、当該地において勤務する職員
条例に規定する額の範囲内でその
都度市長が別に定める額

住居手当
外国に駐在を命ぜられ、当該地において有料の住宅を借りている
職員

条例に規定する額の範囲内でその
都度市長が別に定める額

外国に駐在を命ぜられ、当該地において勤務する職員のうち、次
に掲げるもので主として当該職員の収入によって生計を維持し、
本邦地以外の地において学校教育その他の教育を受けている子を
有するもの
（１）４歳以上18歳未満の子
（２）18歳に達した子であって、就学する学校（外務省令で定め
る学校を除く。）において、18歳に達した日から、19歳に達する
までの間に新たに所属する学年の開始日を起算して１年を経過す
る日までの間にあるもの

子女教育手当
条例に規定する額の範囲内で
その都度市長が別に定める額

夜間看護等手当

月額　20,000円以内

獣医師手当

研究手当

往診料に相当する額の100分の60

診療施設に勤務する医師が土曜日の昼間又は夜間に在宅当番医と
して従事した場合

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で正規の勤務時間と
して準夜に看護等に従事した場合

月額　10,000円以内

在宅当番医勤務手当 １回　30,000円

１回　 3,800円以内

10,631

日額 　800円以内

１回　1,000円（土曜日につい
ては１回500円）

月額　350,000円以内

清掃手当

１回　500円

左記職員に対する支給単価

日額　 800円以内

１回　36,000円

技師手当

待機手当

病院に勤務する助産師、エックス線技師及び検査技師等が昼間
（午前８時30分から午後５時まで（土曜日については午後０時か
ら午後５時まで）の間をいう。）又は夜間（午後５時から午前８
時30分までの間をいう。）に待機する場合

主な支給対象職員及び支給対象業務

26.0

病院等に勤務する医師

感染症が発生し、清潔、消毒作業に従事した場合

夜間介護手当

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で正規の勤務時間と
して深夜に看護等に従事した場合

一体 　2,000円

１回　 5,900円

１回　24,000円

病院等に勤務する医師

福祉施設等に勤務する介護員、補助員等が正規の勤務時間として
午後4時から翌日の午前9時までの間に勤務する場合

給料月額の2分の1以内の額

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）

職員が職務上行旅死亡人の処理作業に従事した場合

感染症防疫作業手当

１回　350円

行旅死亡人処理手当

月額　20,000円以内

月額　30,000円以内

１回 　2,900円

月額  20,000円

１回　 3,000円

105,257

5種類

　円

手当の種類（手当数）

不快手当

　％

危険手当 １回　 1,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）

し尿収集処理作業に従事する職員

千円

病院、診療所に勤務するエックス線、放射線を扱う技師診療検査
技師等

197,464

19,488

往診手当

467

医師手当

消防吏員で水火災現場、救急業務（救急救命士除く）等のため出
動した職員

病院、診療所、福祉施設等に勤務する薬剤師、理学療法士

家畜診療獣医師等

救急救命士で救急業務のため出動した職員

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で午後4時30分から
午前9時までに看護等に従事した場合

支給実績（３年度決算）

医業手当

診療施設に勤務する医師が平日の夜間に在宅当番医として従事した場合

病院、診療所に勤務する検査技師等

職員全体に占める手当支給職員の割合（４年度）

476

救急救命士手当

支給実績（４年度決算）

特殊手当

病院等に勤務する看護師で市長が定める者

消防職手当

診療施設に勤務する医師が休日に在宅当番医として従事した場合

手当の名称

ごみ収集処理作業に従事する職員

支給実績（４年度決算）

診療施設に勤務する医師が往診に従事した場合

6



 (6) その他の手当（令和５年４月１日現在）

％

５　特別職の報酬等の状況（令和５年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

円

円

６　職員数の状況
 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

(注)　１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[　　]内は、条例定数の合計である。

135/100

体制強化

0

休日勤務手当

円

子 10,000円

管理職手当

小　計

自動車等利用者（２ｋｍ以上）

との異同

副市長

市長

0

△ 4

8

502

補助的業務を会計年度任用職員へ集約9

区 分

△ 225

0

512,000

補助的業務を会計年度任用職員へ集約

職種転換による減少

事務の見直しによる減少

再任用短時間の登用、研修派遣職員の減少

[675] 

議 長

給料月額×３００／１００×在職年数

小　計

[0] 

△ 4

民生

53

計

消防部門

24 △ 1

77

副 議 長

8,244,000

税務

職 員 数　　　　　区　　分
部　　門

副 市 長

主な増減理由

　　  　勤めた場合における退職手当の見込額である。

令和４年

普
通
会
計
部
門

　　（４年度支給割合）

4.35

議 員

（１期の手当額）　　（算定方式）

農林水産

議会

令和５年

対前年
増減数

0

0

124

0

△ 3127

1

2

22

102

55

22

40

19

体制強化

79

0

0

79

土木

商工

教育部門

31

19

(注)１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

退
職
手
当

（支給時期）

0

0

383

40

383

502

279,000

800,000

794,000

一任期毎に支給

5

16,000,000給料月額×５００／１００×在職年数

5

一任期毎に支給

　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

500,000

687,000

課長級以上

給 料 月 額 等

327,000

259,000

報
酬

副 議 長

362,000

期
末
手
当

市 長

議 長

議 員

274,246

（４年度決算）

平均支給年額

支給職員１人当たり

47,815

扶養手当
6,500円

千円

国の制度

支給率

千円27,000円住居手当

同じ 20,741

交通機関利用者（実費）限度額

65,819同じ

家賃を払っている者の限度額

内容及び支給単価

16歳～22歳の扶養親族がいる場合の加算

支給実績

5,000円

（４年度決算）

6,500円配偶者

382,500980,000

千円

千円

44,537

（参考）類似団体における最高／最低額

2,000～31,600円

7～10

同じ

円

1

円

519,728

296,300

106,294

294,577

千円
55,000円

32

600,000424,000

△ 1

540,000

体制強化

4.35

76

下水道

122

624

病院

総務

給
料

27

10水道

市 長

公
営
企
業
等

会
計
部
門

8

620

△ 1

その他

一
般
行
政
部
門

101

25

[675] 

衛生

通勤手当

交通

382,000

副 市 長

配偶者以外の扶養親族
円

円

労働

118

15,318

手　当　名

合　　計

　　（４年度支給割合）

同じ
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 (2) 年齢別職員構成の状況（令和５年４月１日現在）

　

人

 (3) 職員数の推移
（単位：人・％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

▲ 14 (▲ 35.00%)

0 0.00

394 383

620

43歳

～

119

52歳

55歳

40

118

502

40

383

127

514

620

人

1163 66

7979

人

４年
過去５年間の増減数

（率）

▲ 17 (▲ 4.44%)

人

公営企業等会計 140

30年

47歳

60歳

計

～

56歳

59歳

人

～

32歳

　　　　　　　　区分
部門

51歳

37 31

39歳

人人

３年

～
44歳 48歳

624

502

641

122

▲ 31 (▲ 6.18%)

▲ 22 (▲ 18.64%)

▲ 53 (▲ 8.55%)

～

以上

～

人

138 133

62

80

40

５年

533

一般行政

533

総合計

12 45 98

79消防

54

31年

小計

663

400

79

48教育

673 671

～

530

人

79

職員数

403

51

２年

人

44

人

普
通
会
計

28歳

未満

403

人人

32

20歳 20歳 36歳

35歳23歳 27歳 31歳

～～ ～

区　分

40歳24歳

0

5

10

15

20

25

1
1

3
5

3
8

4
6

3
8

4
3

8
2

1
0
2

1
0
0

6
5

7
2

9

構成比

５年前の構成比

%

8



７　公営企業職員の状況
 (1) 水道事業

① 職員給与費の状況

　 決算

（注）職員手当には退職給付金を含まない。

      職員数は、令和５年３月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和５年４月１日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（注）支給割合、加算措置等については、一般行政職等と同じです。

イ　退職手当（令和５年４月１日現在）

  自己都合 応募認定・定年   自己都合

千円 千円 千円 千円

（注）支給割合、加算措置等については、一般行政職等と同じです。

　　　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和５年４月１日現在）

エ　特殊勤務手当（令和５年４月１日現在）

ありません

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（令和５年４月１日現在）

千円 円

1,260

千円

315,000千円

1,043

 める職員給与費比率

職員給与費

３年度の総費用に占

 (参考) 総費用に占める

4,924

恵那市（普通会計）

442

１人当たり平均支給額　　

恵那市（普通会計）

4,424

1,444

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）

１人当たり平均支給額（４年度）

応募認定・定年

3,571－

１人当たり平均支給額（４年度）

１人当たり平均支給額　　

4,797支給実績（３年度決算）

 平均月収額 区　分

7,549

ありません

20,084

恵那市

283,344

 基本給

36.2

49,242

職員手当

恵　那　市

 平均年齢

 職員給与費比率

千円

Ｂ／Ａ

区分

10,835

48,212

Ｂ

期末・勤勉手当

千円

 区 分

1,604,691

Ａ

10

755

支給実績（４年度決算）

実質収支

千円

通勤手当

（４年度決算）

職員数

給　 料

給与費

千円

扶養手当

手　当　名 （４年度決算）

支給実績

461,650

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）

－

円

－

480

住居手当

恵那市

円－千円

純損益又は総費用

3.3

％％

3.0

千円

計　　Ｂ

千円

一人当たり
給与費　Ｂ／Ａ

４年度

Ａ

４年度
30,858

104,280

千円

△ 19,988

千円人

283,500

管理職手当

１人当たり平均

1,134

円

9



 (2) 下水道事業
① 職員給与費の状況

　 決算

（注）職員手当には退職給付金を含まない。

      職員数は、令和５年３月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和５年４月１日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（注）支給割合、加算措置等については、一般行政職等と同じです。

イ　退職手当（令和５年４月１日現在）

  自己都合 応募認定・定年   自己都合

千円 千円 千円 千円

（注）支給割合、加算措置等については、一般行政職等と同じです。

　　　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和５年４月１日現在）

エ　特殊勤務手当（令和５年４月１日現在）

ありません

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（令和５年４月１日現在）

千円 円

 平均年齢  基本給  平均月収額

Ｂ／Ａ

 区 分

Ｂ

期末・勤勉手当

Ａ

総費用 純損益又は 職員給与費  総費用に占める  (参考)

実質収支  職員給与費比率 ３年度の総費用に占

 める職員給与費比率

４年度
千円 千円 千円 ％ ％

1,845,585 13,966 32,527 1.8 2.1

区分

職員数 給与費
一人当たり

給与費　Ｂ／ＡＡ 給　 料 職員手当 計　　Ｂ

４年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

7 30,422 6,617 7,725 44,764 6,395

恵　那　市 43.6 330,995 523,547

 区　分

恵那市 恵那市（普通会計）

１人当たり平均支給額（４年度） １人当たり平均支給額（４年度）

1,104 1,444

恵那市 恵那市（普通会計）

応募認定・定年

１人当たり平均支給額　　 － － １人当たり平均支給額　　 3,571 20,084

ありません

支給実績（４年度決算） 4,344

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算） 724

支給実績（３年度決算） 2,661

12,000

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算） 380

支給実績 １人当たり平均

手　当　名 （４年度決算） （４年度決算）

千円 618,000 円

扶養手当 931 千円 232,750 円

住居手当 12

通勤手当 728 千円 121,400 円

管理職手当 618

10



 (3) 病院事業
① 職員給与費の状況

　 決算

（注）職員手当には退職給付金を含まない。

      職員数は、令和５年３月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和５年４月１日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（注）支給割合、加算措置等については、一般行政職等と同じです。

イ　退職手当（令和５年４月１日現在）

  自己都合 応募認定・定年   自己都合

千円 千円 千円 千円

（注）支給割合、加算措置等については、一般行政職等と同じです。

　　　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和５年４月１日現在）

エ　特殊勤務手当（令和５年４月１日現在）

４年度
千円

病院等に勤務する医師

研究手当

千円

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で正規の勤務時間と
して準夜に看護等に従事した場合

月額　30,000円以内

医業手当
夜間看護手当

３年度の総費用に占

医師手当

期末・勤勉手当職員手当

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で正規の勤務時間と
して深夜に看護等に従事した場合

 平均月収額

 区 分

千円

 総費用に占める

Ｂ

実質収支

％

総費用

千円

純損益又は  (参考)職員給与費

 める職員給与費比率Ｂ／Ａ

 職員給与費比率

千円 ％

 平均年齢

△ 457,735

47.4

460,507

給　 料

 区　分

535,484

人

28.7

79,381

職員数

千円

362,543

26.4

計　　Ｂ

一人当たり
給与費　Ｂ／Ａ

4,834

千円

1,444

１人当たり平均支給額（４年度）

恵那市（普通会計）恵那市

1,746,019

Ａ

給与費

327,567

千円

75 215,370 67,792

Ａ

区分

病院、診療所、福祉施設等に勤務する薬剤師、理学療法士

技師手当

 基本給

1,058

恵那市

１人当たり平均支給額　　268

１人当たり平均支給額（４年度）

602,109

病院に勤務する助産師、エックス線技師及び検査技師等が昼間又
は夜間に待機する場合

１回　 1,000円（土曜日につ
いては1回500円）

61

病院、診療所に勤務する検査技師等

病院等に勤務する医師

給料月額の2分の1以内額

特殊手当

危険手当 感染症防疫作業手当

恵那市（全職種）

左記職員に対する支給単価

3種類

19,541

千円

１人当たり平均支給額　　

感染症が発生し、清潔、消毒作業に従事した場合

月額　 10,000円以内

主な支給対象職員及び支給対象業務

病院等に勤務する看護師で市長が定める者

応募認定・定年

　％

手当の種類（手当数）

ありません

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）

3,571

支給実績（４年度決算）

恵　那　市

４年度

　円

20,084

手当の名称

27,697

１回 　2,900円

１回　 5,900円

月額　20,000円以内

待機手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（４年度）

病院、診療所に勤務するエックス線、放射線を扱う技師診療検査
技師等

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で午後4時30分から
午前9時までに看護等に従事した場合

月額　20,000円以内

１回　 1,000円

月額　350,000円以内

１回　 3,000円

11



オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（令和５年４月１日現在）

千円 円

支給実績（４年度決算）

136,359

円千円

7,351

7,231

6,682

支給実績

147

支給実績（３年度決算）

扶養手当

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）

円通勤手当

1,812

千円

5,865

2,916 千円 円485,966

131

管理職手当

１人当たり平均

住居手当 258,857

手　当　名

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）

234,600

（４年度決算） （４年度決算）
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 (4) 診療所事業
① 職員給与費の状況

 　決算

（注）職員手当には退職給付金を含まない。

      職員数は、令和５年３月31日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和５年４月１日現在）

円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（注）支給割合、加算措置等については、一般行政職等と同じです。

イ　退職手当（令和５年４月１日現在）

  自己都合 応募認定・定年   自己都合

千円 千円 千円 千円

（注）支給割合、加算措置等については、一般行政職等と同じです。

　　　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（令和５年４月１日現在）

エ　特殊勤務手当（令和５年４月１日現在）

 職員給与費比率

 総費用に占める  (参考)

３年度の総費用に占 区 分

総費用 純損益又は 職員給与費

実質収支

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ  める職員給与費比率

４年度
千円 千円 千円 ％ ％

490,976 648 258,317 52.6 53.9

区分

職員数 給与費
一人当たり

給与費　Ｂ／ＡＡ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

４年度
人 千円 千円 千円 千円

97,758 34,891 24,235 156,884 7,471

551,137

 区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

千円

 恵　那　市 49.4 336,491

21

恵那市 恵那市（普通会計）

１人当たり平均支給額（４年度） １人当たり平均支給額（４年度）

1,154 1,444

恵那市 恵那市（全職種）

ありません

１人当たり平均支給額　　 － － １人当たり平均支給額　　 3,571 20,084

応募認定・定年

支給実績（４年度決算） 23,737 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算） 1,249,316 　円

月額　20,000円以内

１回　 1,000円（土曜日につ
いては1回500円）

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で正規の勤務時間と
して準夜に看護等に従事した場合

１回 　2,900円

給料月額の2分の1以内額

研究手当
病院等に勤務する医師

夜間看護手当 １回　 3,000円

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で午後4時30分から
午前9時までに看護等に従事した場合

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務

危険手当

　％

手当の種類（手当数） 3種類

月額　30,000円以内

月額　 10,000円以内

左記職員に対する支給単価

感染症防疫作業手当 感染症が発生し、清潔、消毒作業に従事した場合 １回　 1,000円

待機手当

病院等に勤務する医師

月額　350,000円以内

病院等に勤務する看護師で市長が定める者

技師手当

病院、診療所、福祉施設等に勤務する薬剤師、理学療法士

病院に勤務する助産師、エックス線技師及び検査技師等が昼間又
は夜間に待機する場合

病院、診療所に勤務する検査技師等

医業手当

医師手当

病院、診療所に勤務するエックス線、放射線を扱う技師診療検査
技師等

月額　20,000円以内

１回　 5,900円

90.5職員全体に占める手当支給職員の割合（４年度）

病院、診療所等に勤務する看護師、准看護師で正規の勤務時間と
して深夜に看護等に従事した場合

特殊手当
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（令和５年４月１日現在）

千円 円

支給実績（３年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（４年度決算）

支給実績（４年度決算） 2,175

千円 508,320管理職手当 円

通勤手当

千円

円1,991

2,928

3,558

99,540

住居手当

扶養手当

（４年度決算）

支給実績

516

119

2,134

１人当たり平均

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算）

121

千円

258,000

手　当　名

209,143

（４年度決算）

円
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